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---------------------------------------------------------------------------

「年齢にかかわりない転職・再就職者の受

入れ促進のための指針」で求められる

企業の取組み

 

◆指針策定の背景

職業キャリアの長期化による働き方の多様化

や、急速な技術革新や産業・事業構造の変化に

より、企業・労働者の双方から中途採用、転職・

再就職のニーズが高まっており、転職・再就職

が不利にならない柔軟な労働市場や企業慣行

の確立が求められています。厚生労働省では

うした観点から、

れ促進のため取り組むことが望ましいと考えられ

る基本となるべき事項等を示した「年齢にかかわ

りない転職・再就職者の受入れ促進のための指

針」を策定しました。

 

◆企業に望まれる取組み

・必要とする職業能力等の明確化及び職場情報

等の積極的な提供

・職務経験により培われる職務遂行能力の適正

な評価

・専門性の高い従業員の活躍機会の拡大

・従業者の主体的（自律的）・継続的なキャリア

形成の促進

・公平かつ柔軟な処遇

・早期定着に向けた支援

・平素からの従業員に求める役割の明確化、職

業能力の把握

http://d-produce.net/

○  Facebook

○  

社会保険労務士法人

ブログも更新中！是非ご覧ください！

ご連絡先： 〒231-0012

 神奈川県横浜市中区相生町

 TEL：045

 E-Mail：info@d

       HP：http://www.d

---------------------------------------------------------------------------

「年齢にかかわりない転職・再就職者の受

入れ促進のための指針」で求められる

企業の取組み 

◆指針策定の背景 

職業キャリアの長期化による働き方の多様化

や、急速な技術革新や産業・事業構造の変化に

より、企業・労働者の双方から中途採用、転職・

再就職のニーズが高まっており、転職・再就職

が不利にならない柔軟な労働市場や企業慣行

の確立が求められています。厚生労働省では

うした観点から、企業が転職・再就職者の受入

れ促進のため取り組むことが望ましいと考えられ

る基本となるべき事項等を示した「年齢にかかわ

りない転職・再就職者の受入れ促進のための指

針」を策定しました。

◆企業に望まれる取組み

・必要とする職業能力等の明確化及び職場情報

等の積極的な提供

・職務経験により培われる職務遂行能力の適正

な評価 

・専門性の高い従業員の活躍機会の拡大

・従業者の主体的（自律的）・継続的なキャリア

形成の促進 

・公平かつ柔軟な処遇

・早期定着に向けた支援

・平素からの従業員に求める役割の明確化、職

業能力の把握 

produce.net/

Facebook https://www.facebook.com/d.produce

Ｄプロニュース

社会保険労務士法人 Ｄ・プロデュースが毎月お送りしています

ブログも更新中！是非ご覧ください！
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---------------------------------------------------------------------------

「年齢にかかわりない転職・再就職者の受

入れ促進のための指針」で求められる

 

職業キャリアの長期化による働き方の多様化

や、急速な技術革新や産業・事業構造の変化に

より、企業・労働者の双方から中途採用、転職・

再就職のニーズが高まっており、転職・再就職

が不利にならない柔軟な労働市場や企業慣行

の確立が求められています。厚生労働省では

企業が転職・再就職者の受入

れ促進のため取り組むことが望ましいと考えられ

る基本となるべき事項等を示した「年齢にかかわ

りない転職・再就職者の受入れ促進のための指

針」を策定しました。 

◆企業に望まれる取組み 

・必要とする職業能力等の明確化及び職場情報

等の積極的な提供 

・職務経験により培われる職務遂行能力の適正

・専門性の高い従業員の活躍機会の拡大

・従業者の主体的（自律的）・継続的なキャリア

・公平かつ柔軟な処遇 

・早期定着に向けた支援 

・平素からの従業員に求める役割の明確化、職

produce.net/  
https://www.facebook.com/d.produce

Ｄプロニュース

Ｄ・プロデュースが毎月お送りしています

ブログも更新中！是非ご覧ください！ 

神奈川県横浜市中区相生町 1-15 

  FAX：045

produce.com 
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---------------------------------------------------------------------------

「年齢にかかわりない転職・再就職者の受

入れ促進のための指針」で求められる 

職業キャリアの長期化による働き方の多様化

や、急速な技術革新や産業・事業構造の変化に

より、企業・労働者の双方から中途採用、転職・

再就職のニーズが高まっており、転職・再就職

が不利にならない柔軟な労働市場や企業慣行

の確立が求められています。厚生労働省では

企業が転職・再就職者の受入

れ促進のため取り組むことが望ましいと考えられ

る基本となるべき事項等を示した「年齢にかかわ

りない転職・再就職者の受入れ促進のための指

・必要とする職業能力等の明確化及び職場情報

・職務経験により培われる職務遂行能力の適正

・専門性の高い従業員の活躍機会の拡大 

・従業者の主体的（自律的）・継続的なキャリア

・平素からの従業員に求める役割の明確化、職

https://www.facebook.com/d.produce

Ｄプロニュース
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Ｄ・プロデュースが毎月お送りしています

15 第二東商ビル

045-226-5483 

 

---------------------------------------------------------------------------

「年齢にかかわりない転職・再就職者の受

入れ促進のための指針」で求められる 

職業キャリアの長期化による働き方の多様化

や、急速な技術革新や産業・事業構造の変化に

より、企業・労働者の双方から中途採用、転職・

再就職のニーズが高まっており、転職・再就職

が不利にならない柔軟な労働市場や企業慣行

の確立が求められています。厚生労働省ではこ

企業が転職・再就職者の受入

れ促進のため取り組むことが望ましいと考えられ

る基本となるべき事項等を示した「年齢にかかわ

りない転職・再就職者の受入れ促進のための指

・必要とする職業能力等の明確化及び職場情報

・職務経験により培われる職務遂行能力の適正

 

・従業者の主体的（自律的）・継続的なキャリア

・平素からの従業員に求める役割の明確化、職

 

◆年齢にかかわりない適正な評価・採用に向け

て 

指針では、例えば「必要とする職業能力等の

明確化および職場情報等の積極的な提供」とし

て、必要な人材の早期採用に向け、自社の現状

や目指している方向性等を踏まえ、必要とする

専門性等の職業能力の水準、範囲等を明確に

整理したうえで募集・採用活動を行うことや、中

途採用者と企業のマッチングおよびその後の定

着を図る観点から、賃金等の労働条件や職務

内容に限らず、期待する役割、職場情報、企業

文化等の情報提供に積極的に取り組むことが

望ましいとしています。

 

◆採用後の活躍支援として

また、「早期定着に向けた支援」として、即戦

力として中途採用する場合も含め、中途採用者

が企業に適応し能力を十分に発揮し続けられる

よう、入社時における導入教育や社内人的ネッ

トワーク形成の支援等、早期定着支援を積極的

に行うことや、「従業員の主体的（自律的）・継続

的なキャリア形成の促進」として、早い段階から

従業員に自身のキャリア形成を考えさせる機会

や、自身の職業能力を把握させる機会を提供す

ることや、他企業への出向や他部門への異動の

経験を積極的にキャリアパスに組み込むなど、

職場環境や職務内容の変化に柔軟に対応し活

躍で

https://www.facebook.com/d.produce

Ｄプロニュース

Ｄ・プロデュースが毎月お送りしています

第二東商ビル 6F 

 

---------------------------------------------------------------------------

◆年齢にかかわりない適正な評価・採用に向け

 

指針では、例えば「必要とする職業能力等の

明確化および職場情報等の積極的な提供」とし

て、必要な人材の早期採用に向け、自社の現状

や目指している方向性等を踏まえ、必要とする

専門性等の職業能力の水準、範囲等を明確に

整理したうえで募集・採用活動を行うことや、中

途採用者と企業のマッチングおよびその後の定

着を図る観点から、賃金等の労働条件や職務

内容に限らず、期待する役割、職場情報、企業

文化等の情報提供に積極的に取り組むことが

望ましいとしています。

 

◆採用後の活躍支援として

また、「早期定着に向けた支援」として、即戦

力として中途採用する場合も含め、中途採用者

が企業に適応し能力を十分に発揮し続けられる

よう、入社時における導入教育や社内人的ネッ

トワーク形成の支援等、早期定着支援を積極的

に行うことや、「従業員の主体的（自律的）・継続

的なキャリア形成の促進」として、早い段階から

従業員に自身のキャリア形成を考えさせる機会

や、自身の職業能力を把握させる機会を提供す

ることや、他企業への出向や他部門への異動の

経験を積極的にキャリアパスに組み込むなど、

職場環境や職務内容の変化に柔軟に対応し活

躍できる人材の育成に努めること、転職者本人

https://www.facebook.com/d.produce 

 

---------------------------------------------------------------------------

◆年齢にかかわりない適正な評価・採用に向け

指針では、例えば「必要とする職業能力等の

明確化および職場情報等の積極的な提供」とし

て、必要な人材の早期採用に向け、自社の現状

や目指している方向性等を踏まえ、必要とする

専門性等の職業能力の水準、範囲等を明確に

整理したうえで募集・採用活動を行うことや、中

途採用者と企業のマッチングおよびその後の定

着を図る観点から、賃金等の労働条件や職務

内容に限らず、期待する役割、職場情報、企業

文化等の情報提供に積極的に取り組むことが

望ましいとしています。 

◆採用後の活躍支援として 

また、「早期定着に向けた支援」として、即戦

力として中途採用する場合も含め、中途採用者

が企業に適応し能力を十分に発揮し続けられる

よう、入社時における導入教育や社内人的ネッ

トワーク形成の支援等、早期定着支援を積極的

に行うことや、「従業員の主体的（自律的）・継続

的なキャリア形成の促進」として、早い段階から

従業員に自身のキャリア形成を考えさせる機会

や、自身の職業能力を把握させる機会を提供す

ることや、他企業への出向や他部門への異動の

経験を積極的にキャリアパスに組み込むなど、

職場環境や職務内容の変化に柔軟に対応し活

きる人材の育成に努めること、転職者本人

平成

--------------------------------------------------------------------------------------

◆年齢にかかわりない適正な評価・採用に向け

指針では、例えば「必要とする職業能力等の

明確化および職場情報等の積極的な提供」とし

て、必要な人材の早期採用に向け、自社の現状

や目指している方向性等を踏まえ、必要とする

専門性等の職業能力の水準、範囲等を明確に

整理したうえで募集・採用活動を行うことや、中

途採用者と企業のマッチングおよびその後の定

着を図る観点から、賃金等の労働条件や職務

内容に限らず、期待する役割、職場情報、企業

文化等の情報提供に積極的に取り組むことが

◆採用後の活躍支援として 

また、「早期定着に向けた支援」として、即戦

力として中途採用する場合も含め、中途採用者

が企業に適応し能力を十分に発揮し続けられる

よう、入社時における導入教育や社内人的ネッ

トワーク形成の支援等、早期定着支援を積極的

に行うことや、「従業員の主体的（自律的）・継続

的なキャリア形成の促進」として、早い段階から

従業員に自身のキャリア形成を考えさせる機会

や、自身の職業能力を把握させる機会を提供す

ることや、他企業への出向や他部門への異動の

経験を積極的にキャリアパスに組み込むなど、

職場環境や職務内容の変化に柔軟に対応し活

きる人材の育成に努めること、転職者本人

平成 30 年 5 月号  

----------- 

◆年齢にかかわりない適正な評価・採用に向け

指針では、例えば「必要とする職業能力等の

明確化および職場情報等の積極的な提供」とし

て、必要な人材の早期採用に向け、自社の現状

や目指している方向性等を踏まえ、必要とする

専門性等の職業能力の水準、範囲等を明確に

整理したうえで募集・採用活動を行うことや、中

途採用者と企業のマッチングおよびその後の定

着を図る観点から、賃金等の労働条件や職務

内容に限らず、期待する役割、職場情報、企業

文化等の情報提供に積極的に取り組むことが

また、「早期定着に向けた支援」として、即戦

力として中途採用する場合も含め、中途採用者

が企業に適応し能力を十分に発揮し続けられる

よう、入社時における導入教育や社内人的ネッ

トワーク形成の支援等、早期定着支援を積極的

に行うことや、「従業員の主体的（自律的）・継続

的なキャリア形成の促進」として、早い段階から

従業員に自身のキャリア形成を考えさせる機会

や、自身の職業能力を把握させる機会を提供す

ることや、他企業への出向や他部門への異動の

経験を積極的にキャリアパスに組み込むなど、

職場環境や職務内容の変化に柔軟に対応し活

きる人材の育成に努めること、転職者本人

月号  
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とかかわりのない取引先等への転職を禁止する

競業避止義務については、長期・広範なものと

ならないよう、合理的な範囲のものとすることが

望ましいとしています。 
 

 

石綿「一人親方」を高裁でも救済 

 

◆一人親方をめぐる保護の流れ 

家政婦紹介所の紹介等により個人家庭に使

用されるために家事使用人として労働基準法お

よび労災保険法が適用されない者のうち、介護

サービスを供給する者（介護作業従事者）につ

いては、特別加入の制度が設けられていました

が、このたび、家事使用人のうち家事、育児等

の作業に従事する者（家事支援従事者）につい

ても、介護作業従事者と同様、労働者に準じて

労災保険により保護するにふさわしい者である

とされ、特別加入の対象になりました。働き方改

革が叫ばれるなか、個人で働く一人親方の保護

は手厚くなる傾向にあります。 

 

◆一人親方にも国家賠償法上の権利 

３月 14 日、建設資材の石綿を吸って肺がん

になったとして、首都圏の元建設労働者ら 354

人が国と建材メーカー42 社に計約 120 億円の

損害賠償を求めた訴訟の控訴審判決が東京高

裁でありました。判決では、「一人親方」ら個人

事業主への国の賠償責任を新たに認定。170

人に約 10 億 6,000 万円の賠償を命じた一審・

東京地裁判決を変更し、327 人に約 22 億 8,000

万円を支払うよう命じました。原告弁護団による

と、一人親方を幅広く救済した判決は初めてとい

うことです。一方で判決は、メーカーの責任は一

審判決と同様に否定しました。 

 

◆労働安全衛生法は労働者以外も保護 

判決は、国は遅くとも 1975 年以降、事業者に

労働者らへの防じんマスク着用を義務づけたり、

警告を表示したりすべきだったと指摘し、規制し

なかったことを違法と結論づけました。その上で、

一人親方ら個人事業主をめぐる国の責任を検

討し、「有害物の規制や職場環境の保全などと

いった労働安全衛生法の趣旨や目的は、労働

者以外も保護するものだ」と指摘。一人親方が

建設現場で重要な地位を占めていたことも踏ま

え、国が規制しなかったことで利益が侵害された

と判断しました。 

 

◆画期的な判決 

この一人親方を救済した考え方は、これまで

の判決とは大きく異なります。これまでの判決で

は、一人親方でも使用従属関係にあれば労働

者として認められ、個別に救済されました。しか

し、今回の判決は「同法が有害物を規制するの

は快適な職場環境の実現が目的で、労働者以

外も保護するものだ」と指摘。労災保険に特別

加入制度があることなどを考慮して、一人親方

にも国家賠償法上の権利があるとしました。労

働者かどうかに関わらず救済の道が開かれるよ

うになった、画期的な判決といえます。 

 

 

「ジョブ・リターン制度」を機能させるための

留意点 

 

◆「ジョブ・リターン制度」とは？ 

いったん自社を退職した従業員を再雇用する

制度（名称は「ジョブ・リターン制度」「カムバック

制度」等さまざま）を導入する企業が増えていま

す。平成 23 年度雇用機会均等法基本調査によ

れば、こうした制度がある事業所の割合は

53.1％です。 

また、エン・ジャパンの「出戻り社員実態調査

2016」では、220 社中 67％が「再雇用した経験

がある」、7 割超が「条件が整えば再雇用したい」

と回答しています。 

人手不足対策として、こうした制度の導入・活

用は企業にとって有効と思われますが、実際に

退職者に利用してもらうためには、どのような取

組みが必要なのでしょうか？ 

 

◆人材確保のための導入企業の取組み① 

－退職理由を限定し過ぎない 
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2000 年代前半に導入が広がった当時は、結

婚や出産・育児が理由の退職者を主なターゲッ

トとしていました。 

しかし、近年は退職者を広く受け入れるため、

「介護」や「配偶者の転勤」、「転職」、「留学」と

いった理由での退職者も対象に含めたり、理由

を問わず対象に含めたりするところが増えていま

す。 

 

◆人材確保のための導入企業の取組み② 

－積極的に制度周知を行う 

制度を利用してもらうためには、制度の存在

が知られていることが不可欠です。 

そのため、導入企業では退職時に制度説明

を行うとともに、リストに登録するかどうかを確認

しておき、募集時にはリストに登録された退職者

から優先的に選考したり、退職者に定期的に郵

送で再就職を呼びかけたりしているところがあり

ます。専用サイトを設けているところもあります。 

 

◆人材確保のための導入企業の取組み③ 

－再雇用時に細かなフォローをする 

復帰に意欲的な退職者であっても、ブランクに

対する不安があったり、事情の変更により在職

時と同じ働き方での復帰は難しいなどの事情を

抱えていたりすることから、導入企業によっては

研修期間を設けたりしています。 

元従業員といえども、新規採用者と同様に、

雇入れ後の働き方に関する希望や条件をヒアリ

ングするなど、丁寧な対応を心がけましょう。 

 

 

5 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

 

10 日  

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納

付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前

月以降に一括有期事業を開始している場合

＞ 

［労働基準監督署］ 

 

15 日  

○ 特別農業所得者の承認申請［税務署］ 

 

31 日  

○ 軽自動車税の納付［市区町村］ 

○ 自動車税の納付［都道府県］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀

行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金

事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保

険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末

日＞ 

○ ［公共職業安定所］ 

○ 確定申告税額の延納届出額の納付［税務

署］ 

 

          編集後記 

 

若葉の緑がすがすがしく感じられる今日この頃、

お元気にお過ごしでしょうか。 

D ・プロデュースの黒田です。 

 

皆様先日の母の日はいかがお過ごしでしたで

しょうか？ 

日常の忙しさや、諸々の事情で、ついつい 

言い訳が先行しがちな「親孝行」。 

『感謝を改めて口にするには恥ずかしい・・・』 

気持ちにもなりますが・・・。 

親孝行できることに感謝して、 

周りの人にも感謝を伝えるいい機会なのかと、

実感した 1 日でした。 

 

私自身も母になり 11 年。“ありがとう”と素直に

伝えてくれる子供たちに 

ほっこりできた 1 日となりました。 

 


